
2.2.4-1

２．２．４ バイオマス資源のハウス暖房等への利活用計画検討結果

１）ハウス暖房用バイオマス資源の利活用に関する調査・検討

バイオマス資源量と利用可能量の調査結果に基づき、ハウス栽培用の大型ハウス

暖房用ボイラ燃料などへの利活用方法についての調査検討を行った。

(1) 干拓地内のバイオマス資源量と利用可能量

・ 前項２－２－２項にて諫早湾干拓地に於けるバイオマス資源の現況調査結

果を取り纏めている。

その調査取り纏め結果を図表 2.2.4.1 に示すが、概略の利用可能量は下記の

通りである。

・ 作物残さ利活用についてはハウス暖房用バイオマス燃料製造の面から、適当

でないと思われる他の栽培作物類は除きバレイショのみを対象として検討

することとしたが、今後、作物残さの発生量や処理の状況を追跡調査し利活

用法等につき再検討が必要である。

雑草類： ヨシ ３６０ ｔ／年

セイタカアワダチソウ ２，１００ ｔ／年

その他水性・陸上植物等 １３０ ｔ／年

合計 ２，５９０ ｔ／年

作物残さ：バレイショ ４５４ ｔ／年

＊干拓地内のバイオマス利用可能量合計：

３，０４４ ｔ／年

・ 図表 2.2.4.2 にバレイショの成分表の一例を示す。

(2) 干拓地周辺地域からのバイオマス資源の受入想定

・ 諫早湾干拓地に隣接する諫早市や雲仙市、更に島原半島から発生するバイ

オマス資源の多くが有効に利活用されている状況にあるが、その余剰分や

一部の利活用が為されていないバイオマス資源も多いと考えられる。

・ 今回の諫早湾干拓地に於ける調査事業のなかに、干拓地以外からのバイ

オマス資源を受入れ利活用を図ることを検討範囲に入れるかの議論はあ



2.2.4-2

ると思うが、前述のバイオマス資源量調査結果から判断すると将来的に

は干拓地内のバイオマス資源量のみではハウス暖房用燃料供給量（要求

熱量）として不足することも予想されるため、ある程度の利活用可能な

余剰バイオマス資源を受け入れる必要性もあると考えられる。

・ 島原半島の畜産農家では家畜の飼育頭数も膨大であり家畜糞尿を堆肥化

用として利活用しているが、現状では堆肥の需要が頭打ち状況にあり、堆

肥と家畜糞尿が余剰状態にある模様であり、その利活用を図りたい背景も

ある。

・ 従って、今回の検討に当たって島原半島や干拓地周辺地域からのバイオマ

ス資源の受入量を下記の通り想定することとした。

想定根拠としては長崎県バイオマスマスタープランの調査データを基に

検討した。

＊ 作物残さ： バレイショ １２００トン／年

（受入想定の根拠；調査データに依れば島原・県央地区の出荷残さ

は約１２，０００トン／年であるが既利活用分も相当あり、１０％

程度を対象と想定する。）

＊ 家畜糞尿： ３４５，０００トン／年

（受入想定の根拠；調査データに依れば島原半島地区の発生量は

約６９０，０００トン／年であり相当量が堆肥用と利活用されて

いるので５０％程度を対象と想定する。）

＊ 余剰堆肥： １００，０００トン／年

（受入想定の根拠；調査データに依れば島原半島地区での生産量は

３５万トン／年であるが現状、堆肥は余剰傾向にあり３０％程度

を対象と想定する。）

＊ 島原半島など干拓地周辺地域からのバイオマス受入想定量合計：

約 ４５万トン／年

・ 図表 2.2.4.3 に家畜排泄物組成分析の一例を示す。

・ 図表 2.2.4.4 に畜種別堆肥の発熱量の一例を示す。

(3) バイオマス資源のペレット燃料化

・ 干拓地内の雑草類や作物残さ等の植物系バイオマスを主原料としたペレ
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ット燃料製造システムを計画する。

・ 製造したペレット燃料はハウス暖房用温風発生ボイラの燃料として使用

する。

また、他のバイオマス資源にも適用できる製造設備として計画する。

・ 今回のペレット燃料は干拓地内のバイオマス資源を利活用して製造し、

干拓地内の栽培ハウス暖房用燃料として使用するものであり、ペレット

燃料市場向けでないため高品質化の必要性はなく、減容化・運用性の面

を重視するものである。

・ 干拓地農業では多量のマルチ材も発生するが、ペレット化の固化材として

も有効と推測されるのでマルチ材もペレット原料の一つとして考慮する。

大半はポリプロピレン製と考えられるので燃焼性は問題ないがダイオキ

シン等の有害物質については検証を要する。

・ バイオマスペレット燃料の一例を図表 2.2.4.5 に示す。

(4) ハウス暖房用バイオマス燃料焚き温風発生ボイラについて

・ 現在、ハウス栽培農家ではハウス暖房用燃料として高価で価格変動も不安

定なＡ重油や灯油を使用されており、循環型次世代農業への取組みの一環

としてバイオマス資源燃料を有効に利用し、その普及を図るものとする。

・ 干拓地内及び周辺地域から発生するバイオマス原料の中で雑草や作物残

さを原料とするペレット燃料を使用する温風発生ボイラ（火炉）を計画す

る。

・ 他の固形のバイオマス燃料も使用できる多用途な温風発生ボイラを計画

するものとする。

(5) バイオマス資源のメタン発酵燃料化

・ 島原半島の畜産農家の家畜糞尿と余剰堆肥を主原料としたメタン発酵ガ

ス燃料製造システムを計画する。

・ 主要な作物残さであるバレイショはペレット燃料用として考えているが、

将来的にはメタン発酵ガス燃料用としてのニーズもあると考えられるの

で、システム設備計画に当たってはその適用が可能な技術として織り込む

こととする。

・ 但し、今回の計画には干拓地周辺に製造設備を設置することが望ましいが

収集・運搬など難しい面もあるので、畜産糞尿の発生が多い島原半島地域

に設置する場合と併せて今後検討していくこととしたい。
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(6) ハウス暖房用バイオマス燃料の要求量について

干拓地に於けるハウス栽培暖房用のバイオマス燃料要求量を想定する。

1、ハウス全面積は３ｈａ規模をベースとして試算する。

将来的には１２ｈａ規模になる計画である。

2，ネポン社カタログから

・２０００ｍ2 ハウス用の燃料消費量（定格発熱量／低位発熱量ベース）は

Ａ重油で １９ ｌ／ｈｒ（１６６，０００ kcal/hr／10,200kcal/kg）

１３Ａガスで １５．２ｍ3／ｈｒ（１５０，０００ kcal/hr／9,900kcal/m3）

・但し、寒冷地とは異なるので今回は定格８０％を必要量として計画する。

Ａ重油で １５．２ ｌ／ｈｒ（１３３，０００ kcal/hr）

１３Ａガスで １２．２ｍ3／ｈｒ（１２０，０００ kcal/hr）

参考資料：ネポン社の諫干向けＮＧＰ暖房試算データから

・暖房期間 １１月～４月、１日１６時間（１７時～９時）

・ハウス面積 １７２８ m2

・設定温度 １２℃（外気温 １℃）

・負担熱量 ９３．４ Ｍｗｈ

・燃料消費量 １０３８１ Ｌ（Ａ８重油／運転時間 ７７３ｈｒ）

１時間当たり １３．４３ ｌ／ｈｒ

3、全面積３ｈａのハウス規模となると１５倍の燃料と発熱量が必要となる。

Ａ重油 １５．２＊１５＝２２８ ｌ／ｈｒ（１，９９５，０００ kcal/hr）

１３Ａガス １２．２＊１５＝１８３ ｍ3／ｈｒ（１，８００，０００ kcal/hr）

4、年間の暖房必要時間

・１１月から４月までの６ヶ月間、１日１６時間暖房とする。（２８８０時間）

・ 温風発生ボイラは自動温度調節によるｏｎ－ｏｆｆ動作であり略５０％

運転と考えると１４４０時間であるが、ＮＧＰ検討資料では年間運転時間

では７７３時間であり、今回は１０００時間と想定する。
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5，年間必要熱量と各バイオマス燃料の必要量

Ａ、植物ペレット燃料

・ 発熱量は２０００ kcal/hr と設定する。

・ 全面積３ｈａハウス規模の１時間当たりのペレット燃料消費量

228＊10200＊0.86／2000 kcal/kg ＝1000 kg/hr

ペレット燃料量は 約 １トン/ｈｒ（１，０００トン／年・1000 時間）

・ペレット製造設備容量は

年間製造運転時間：３０日＊８ヶ月＊８ｈｒ／日＝１９２０時間と想定

年間必要量が１０００トン、製造運転時間が１９２０時間であれば１時間

当たりの製造量は０．５２トンとなり、

製造設備計画は約０．６トン／ｈｒ（約５トン／日・８時間運転）とする。

＊将来的にハウス面積が１２ｈａに増設されれば年間製造量４０００トン必

要でありペレット燃料の１日製造量は４倍の約２０トンとなる。

・バイオマス原料の供給量の可否

ペレット燃料必要量は３ｈａ規模で年間１０００トンであり、干拓地内バ

イオマス原料の利用可能量で充分足りる。

但し、将来的にハウス栽培が増加した場合に約９ｈａ規模ではバイオマス

原料利用可能量のみでは供給限界となる。（乾燥による蒸発水分量は無視）

従って、周辺地域から作物残さ等を受入れて要求量を満たす製造容量で計

画する必要がある。

Ｂ、メタン発酵ガス燃料

・発熱量は低位ベースで８２００kcal/ｍ3 と想定する。

（ガス精製後の高品質メタンとして）

・全面積３ｈａハウス規模の１時間当たりのメタン燃料消費量

183＊9900／8200＝２２１ｍ3／ｈｒ

年間の暖房運転時間１０００時間のメタン燃料必要量 ２２１，０００ｍ3

・メタン製造設備容量は

年間製造運転時間：３０日＊８ヶ月＊２４ｈｒ／日＝５７６０時間と想定

年間必要量が２２１，０００ｍ3、製造運転時間が５７６０時間であれば１時

間当たりの製造量は３８．４ｍ3／ｈｒとなり、

製造設備計画は約４０ｍ3／ｈｒ（９６０ｍ3／日・２４ｈ）

（２３０，０００ｍ3／年）とする。
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＊ 将来的にハウス面積が１２ｈａに増設されれば製造設備容量は１６０

ｍ3／ｈｒ必要であり、１日製造量は４倍の３８４０ｍ3 となる。

・バイオマス原料の供給量の可否

島原半島の家畜糞尿発生量 （年間） ６９０，０００トン／年

（１日当り） １、８９０トン／日

家畜糞尿利用可能量 （１日当り） ９４５トン／日

（堆肥利用等の余剰分を利活用することで５０％を原料利用量と想定する。）

発酵メタンガス発生率 ２０ ｍ3／トン と仮定する。

発酵メタンガス発生量は ９４５トン＊２０＝１８，９００ m3／日

精製後メタンガス量 発酵ガス量の６０％とすると

１日当たりのメタンガス発生量は １１，３４０ ｍ3／日

＊ 全面積３ｈａハウス向けのメタンガス要求製造量は９６０ｍ3／日であり、そ

の時に必要な家畜糞尿量は約８０トン／日である。

＊ メタンガス必要量はハウス全面積３ｈａ規模で年間２２１，０００ｍ3（２２

１ｍ3／ｈｒ）であり、島原半島家畜糞尿発生量の５％程度を利活用すれば充

分に足り得る。

但し、将来的に干拓地に於けるハウス栽培が増加した場合には１２ｈａ規模に

なる計画であるが島原半島の家畜糞尿発生量があれば充分に足りるので、県内

のハウス栽培農家向けにも燃料供給が可能である。

またメタン発生率が３０ｍ3／トンに性能向上すれば更にメタン製造量の増加

が期待できる。

また、作物残さや食物残さ等の他のバイオマス原料を受入れることによりメタ

ン製造量を増加できるので実際の設備計画時には受入可能量を設定していく

必要がある。

＊ 大型ハウス暖房用メタンガス量としては相当大きな量であり、干拓地内にはメ

タンガス貯蔵タンクが必要になると思われる。

最も望ましいのは干拓地に隣接した場所に製造設備を設置して、各ハウスにパ

イプラインで供給する方法が良いが、原料の収集運搬貯蔵などとの関連もあり

今後の重要な検討課題になる。

(7) ハウス暖房用バイオマス資源の利活用検討結果

・ 検討結果の概要を添付の図表 2.2.4.6「ハウス栽培用バイオマス資源の利活

用に関する調査・検討について」の取り纏め表にて整理している。
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２）バイオマスペレット燃料製造について

干拓地内及び周辺地域から発生するバイオマス原料の中で雑草や植物系残さを

主体とするペレット燃料を製造するプラントを計画する。

開発技術の特徴として

１，多様なバイオマス原料へのペレット化対応技術

２，バイオマス燃料利用による乾燥熱源を使用

３，低コストのペレット燃料製造

（干拓地内で利活用するもので減容化・運用性の面を重視したペレット

燃料化であり製品市場向けの高品質のものは必要としない。）

(1) 対象バイオマス原料と利用可能量

・ 干拓地内から発生する雑草類 ２，５９０ ｔ／年

・ 干拓地内から発生するバレイショ残さ ４５４ ｔ／年

・ 干拓地周辺地域から受け入れるバレイショ残さ １、２００ ｔ／年

・ マルチ材 ＊推定 １ ｔ／年

年間利用可能量合計： ４，２４５ ｔ／年

(2) ペレット燃料製造容量の想定：各ケース毎に検討する。

１，干拓地内利用可能量ベース

・利用可能量 ３，０４４ ｔ／年

・年間製造時間（年間８ヶ月＊１日８時間運転とすると）

１，９２０ 時間

・製造容量 約 １．６０ ｔ／日

２，干拓地周辺分を含む想定利用量ベース

・利用可能量 ４，２４５ ｔ／年

・年間製造年間製造時間（年間８ヶ月＊１日８時間運転とすると）

１，９２０ 時間

・１時間当たり製造容量 約 ２．２０ ｔ／日

３，干拓地内ハウス暖房用燃料としての必要量ベース

・必要量： 約 １，０００ ｔ／年

（前項にて干拓地内のハウス栽培の規模などから、必要なハウス暖
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房用の熱量／燃料消費量、そしてペレット燃料需要量を検討した

結果から設定した。）

・年間製造時間（年間８ヶ月＊１日８時間運転とすると）

１，９２０ 時間

・１時間当たり製造容量 約 ０．６ ｔ／日

(3) 製造設備の計画仕様

＊印部については今後、利活用可能資源量の確定や製造システムや設備計

画など具体的な方針が明確になったうえで、次年度以降の実証試験評価や

事業性Ｆ／Ｓ結果等により決定していくものとする。

・ 型式 粉砕混合造粒製造方式

・ 製造容量 ＊ ｔ／日

・ 原料受入条件 草刈後、天日乾燥状態で適宜受入

・ ペレット製品形状及びサイズ 粒状 ＊ ｍｍ

・ ペレット予想発熱量 ２，０００ ＊ kcal/kg

・ ペレット製品中水分 ５０ ＊ ％

(4) 設備機器仕様

＊印部については今後、システムや設備計画など具体的な方針が明確にな

り、次年度以降の実証試験評価や事業性Ｆ／Ｓ結果等により決定していく

ものとする。

・ 原料受入タンク仕様 ＊ 鋼板製丸形タンク

・ 熱風乾燥炉仕様 ＊

・ 破砕機仕様 ＊

・ 圧縮機仕様 ＊

・ 粉砕機仕様 ＊

・ ペレット製造機仕様 ＊

・ 製品タンク仕様 ＊ 鋼板製丸形タンク

(5) ペレット製造システムの例

・ バイオマスペレット燃料製造システムの一例を図表 2.2.4.7 に示す。

(6) 検討課題と今後の取組みについて

・ バイオマス原料の選定と受入量の想定

→ 今後の干拓地農業の実態調査及び周辺地域の実情・要請などを勘案し

ながら具体的な受入可能量を確定していく必要がある。
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・ ペレット燃料製造量の計画

→ バイオマス原料の受入可能量の確定と共に、ハウス栽培農家側からの

ペレット燃料の需要量を調査したうえで適正な燃料製造容量を決定す

る必要がある。

・ ペレット燃料製造システムの計画仕様の決定

→ 今後のシステムや設備計画など具体的な方針が明確になり、次年度以

降の実証試験評価や事業性Ｆ／Ｓ結果等により決定していくものとす

る。

・ バイオマス原料の乾燥特性の調査検討

→ 熱源を使わない天日乾燥が最も望ましいが、原料自体の乾燥特性や季

節の制約などもあり乾燥機の必要性も検討が必要である。

・ ペレット燃料製造プラントの設置場所の想定

→ 干拓地内への設置により経済性・運用性が有利となるが、実際に干拓

地内に設置できるのか？或いは隣接した地域に設置することができる

のか？今後、関係先とも調整しながら製造プラントの実現に向けて推

進を図る必要がある。

・ 事業化構想と経済性評価

→ ペレット燃料製造会社の事業構想・事業規模・事業主体・事業参画・

実施体制・スケジユール等の事業化方針を明確にしたうえで、本事

業の総合経済評価を行う必要がある。

特に現状の使用燃料であるＡ重油価格の将来動向による経済性評価

が本製造事業の成否を左右することになる。

(7) 技術課題と今後の取組みについて

木質系ペレット燃料製造技術は既に実証・実用化・製品市場化されており、

基本的な製造技術やシステムは既知の範疇であるが、今回の対象バイオマ

ス資源は雑草や作物残さを主原料としており、それぞれの製造工程におい

て最適なシステム構成と的確な機器選定、更に低コスト燃料化の追求を行

う必要がある。主要な技術課題を列記する。

・ バイオマス原料乾燥工程の具体化と機器選定

（適正なペレットの含有水分調整と乾燥方法）

・ 破砕・圧縮・粉砕工程の具体化と機器選定

（簡素で保守容易な低動力の機器採用）

・ 造粒ペレット化工程の具体化と機器選定

（干拓地内で使用するペレット製造として最適なシステム採用）

・ 連続運転制御方針の確立（自動制御による安全で安定した運転）
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・ 設備及び運転面の安全性の確立

・ 隣接地供給用の低コストペレット製造技術の確立

（地産地消の原点に基づき低コストで運用性の高い製造システム構築）

・ ペレット製造施設計画は多様な原料に対応するできるような製造技術を

構築していく。

・ バイオマス原料乾燥用の熱源としてもバイオマス燃料ボイラ等の廃熱を

利用する計画とする。
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３）バイオマス焚きボイラの計画と調査について

１，背景

バイオマス焚きボイラの開発ニーズは干拓地内に於ける大型ハウス栽培用の暖房用熱

源として、バイオマス燃料を使用した燃焼炉の高温ガスと熱交換した加温空気をハウ

スに送気するためのものである。

今回の調査事業の目的は農業と環境を融合させた循環型次世代農業の実現を目指すも

のであり、現在は暖房用燃料として大半の農家で使用されているＡ重油に替えて干拓

地内及び周辺地域から発生するバイオマス原料を積極的に有効に利活用しようとする

ものである。

２，諫早湾干拓地融合Ｐ／Ｊに於けるバイオマス原料候補物と受入量

バイオマス原料として予想されるものは下記の通りであるが、発生地域や賦存量・利

用可能量などを調査・精査したうえで、その燃料化方針と必要とする燃料製造量や性

状を想定し最適なハウス暖房用ボイラ（温風発生炉等）の計画方針を決定するもので

ある。

＊ 干拓地内から発生する物：

(1) 雑草

(2) 農作物残渣

＊ 近隣地域から受け入れが予想される物：利活用の可否については未確認未調査

(1) 植物系：雑草・農作物残渣・五島椿油カス・おから 等

(2) 動物系：家畜糞尿、 等

(3) 木質系：建築廃材・伐採木・間伐材 等

(4) その他産廃物：食品残渣・下水汚泥・食用油・農業資材・余剰堆肥 等

何れのバイオマス原料も具体的定量的な受入量や形態を調査継続中であるが、今回の

ボイラ計画に当たってはバイオマス原料や利用可能量を想定して検討することとする。

３，ハウス暖房用バイオマス焚きボイラの計画方針

・ バイオマス燃料の種類や形態・物性、利用可能量及び大型栽培ハウス暖房用としての

要求熱量等の計画方針が固まった後に具体的な検討を進めることとなる。

・ 高級なボイラを新規開発するということではなく、昔の薪や石炭ストーブ的な発想を

考えており、当然ながら燃焼技術そのものよりも燃料供給系や燃焼灰出し系などの自

動化や信頼性がテーマとなる。

・ 燃焼排ガスをその侭、ハウスに送気できないので熱交換器（Ｇ／Ｇヒータ）を組み込
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み温風を送風するシステムとなる。

・ 家畜糞尿のメタン発酵燃料ガスであれば吸着技術による高純度・クリーン化が可能で

あり、ＬＰＧなどと同様に燃焼させた温風ガスを直接ハウスへ送れるメリットがある。

・ Ａ重油の価格は昨年７２円／Ｌ程度だったが、近頃は９０円／Ｌ程度迄高騰しており

今後も大幅な値下がりは期待できないので、将来的にもバイオマス燃料利用技術は有

望な市場となろう。

・ 諫早湾干拓地でのハウス栽培は相当数に上るので暖房用ボイラの数量も数１０台から

１００台以上が必要となるものと推定される。

他の地域も考えると市場は相当有るものと考える。

・ ハウス栽培を行う予定作物の種類は、いちご・アスパラ・菊 が多い。

・ 栽培作物に依ってはハウス内保持温度範囲（温度上下限の設定）が重要なものもあり

ボイラ起動時の所定温度確保と通常運転時の温度制御性・運用性について十分な性能

評価が必要となる。

４，開発実用化に向けた検討項目

・ バイオマス原料の種類と受入量

・ バイオマス燃料化のための加工処理方針

・ バイオマス焚きボイラの概略仕様と設備計画方針

・ ボイラシステムフロー図

・ ボイラ概略計画図

・ 代表的なバイオマス燃料のマスバランス図

・ 重油焚きボイラとの経済性評価

・ 開発試験及び実証試験項目及び内容

・ 開発工程表

・ 開発予算

・ 解決すべき技術課題、調査検討すべき事項 等々

５，主要設備の検討項目

・ 燃料受入保管設備

・ 燃料供給設備

・ ボイラ設備

・ 燃焼灰出し設備

・ 用役設備

・ 熱交換設備（Ｇ／Ｇヒータ）

・ 送風設備
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・ 監視制御設備

・ その他付帯設備

５，ハウス関連調査事項について

Ａ、既存の大型栽培ハウス調査事項：

ボイラや温風発生炉の計画に当たっては既存ハウスの実情実態や此から営農される方

のニーズも調査する必要がある。

(1) ハウス仕様：面積・容積・寸法・管理温度など

(2) 冷房設備：夏期には必要でしょうか？有るなら設備仕様は？

(3) 暖房設備：ボイラ仕様・運転データなど

(4) 年間エネルギー消費量：実績データ（年、月、日）

(5) 年間気象データ：気温データ、平均気温など。

(6) 栽培作物：代表的なもの。

Ｂ、干拓地内ハウス栽培のバイオマス燃料の要求量：

(1) 諫早干拓地でハウス栽培される営農者がどの程度の規模で取組まれ、それに必要

な熱量や燃料量はどの位になるのか？

(2) バイオマス燃料がどの程度受入れられるのか？ バイオマスのペレット燃料の性

状や形態は？バイオマス燃料の供給可能量はどの位の規模となるか？

(3) バイオマス燃料の供給が不安定な時の助燃燃料が必要か、その程度は？

(4) バックアップ？としての太陽光発電の電力はどの程度と考えるか？
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【 調査資料：１ 】
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【 調査資料：２ 】

長崎県総合農業試験場の栽培ハウス調査：

１，大型ハウス仕様

・ 軽量鉄骨構造 ガラス張り

・ サイズ： 約（幅）８ｍ ＊ （奥行）２５ｍ ＊ （高さ）６ｍ

・ 面積： ２アール （一般的な大型ハウスは１０ａ以上とのこと）

・ ビニールカーテン内張り： 自動開閉

・ 栽培品： カーネーション

２，暖房設備

・ メーカ：ネポン（株）

・ 製品名： ハウスカオンキ２７（ＨＫ ２０２７）

・ 熱出力： ５８．１ｋｗｈ（５０，０００ｋｃａｌ／ｈ）

・ 燃料： Ａ重油（灯油）

・ 燃料消費量： ６．５ｋｌ／ｈ

・ 運転： 自動発停制御方式

・ 設定温度： 早朝／１３℃ （この日の内部温度は２５℃）

夕方／１３℃ （ビニールカーテンも自動開閉）

３，冷房設備

・ 無し

・ 電力コスト大であり現状は困難、但し、冷房があれば栽培作物も範囲や季節など多

様な展開が可能となる。

・ 夏場は換気装置により外気導入。

【 調査資料：３ 】

大型ハウス暖房用ボイラの一例（ネポン社のカタログより抜粋）

（Ａ重油使用ボイラ）

・ 機種 ハウスカオンキ２７Ｖ型（ＨＫ６０２７）

・ 使用燃料 Ａ重油（比重量：0.86、低位発熱量：10200kcal/kg）

・ 燃料使用量 １９ Ｌ／ｈｒ

・ 吹き出し温風温度 ３２～３８ ℃

・ 送風機風量 ２３０～２７０ ｍ3／min

・ 熱出力 １７４ｋｗ（１５０，０００ kcal/hr）

・ 標準暖房面積 最大 約２，０００m2 （1,650～1,980m2）
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（ガス使用ボイラ）

・ 機種 ハウスカオンキ２７型（ＨＫ６０２７）

・ 使用燃料 １３Ａガス（比重量：0.86、低位発熱量：9900kcal/m3）

・ 燃料使用量 １５．２ ｍ3／ｈｒ

・ 吹き出し温風温度 ２９～３４ ℃

・ 送風機風量 ２３０～２７０ｍ3／min

・ 熱出力 １５７ｋｗ（１３５，０００ kcal/hr）

・ 標準暖房面積 最大 約２，０００m2 （1,650～1,980m2）
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４）バイオマス焚き温風発生ボイラについて

・ 干拓地内及び周辺地域から発生するバイオマス原料の中で雑草や植物系

残さを主体とするペレット燃料を使用する温風発生炉を計画する。

・ 現状のハウス暖房用ボイラはＡ重油を使用しており、バイオマス燃料を使

用して循環型次世代農業取組みの一つとして普及を図ることとする。

・ 温風発生ボイラは簡素で単純な構造を採用し、多様な燃料への対応を図る

と共に運転保守も容易なものとする。

・ 開発技術の特徴として

１，多様な固形バイオマス燃料への適用が可能

２，簡素で単純な炉構造の採用により運転保守が容易

(1) 対象バイオマス燃料と供給可能量

・ バイオマスペレット燃料（植物系主体）

→ ペレット燃料製造量は前項にて検討した通りである。

此処では干拓地内発生量ベースとして設定する。

・年間製造量 ３，０４４ ｔ／年

・一日当たりの製造容量 約 １．６ ｔ／ｈｒ

（運転時間は８ヶ月＊８ｈｒ／日で１，９２０ｈｒ）

(2) ハウス栽培暖房用燃料の必要量

・ 燃料要求量： 全面積３ｈａ規模ハウスをベースとして検討。

別項にて干拓地内のハウス栽培の規模などから、必要な暖房用の熱

量、そしてペレット燃料の需要量を検討した結果から設定する。

・ 製造容量：

集中供給設備の大型機の場合（３ｈｒ規模） 約０．６ ｔ／ｈｒ

個別農家向け小型機の場合（０．３ｈａ規模）約０．１ ｔ／ｈｒ

(3) 温風発生ボイラ設備の計画仕様

＊印部については今後、システムや設備計画など具体的な方針が明確にな

り、次年度以降の実証試験評価や事業性Ｆ／Ｓ結果等により決定していく

ものとする。

・ 型式 ペレット等固形燃料温風発生炉

・ 主要燃料 植物系バイオマスペレット燃料

・ 点火及び助燃燃料 灯油又はＡ重油

・ 燃焼方式 火格子燃焼式
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・ 通風方式 平衡通風式

・ 温風発生方式 熱交換式（燃焼ガス／空気）

・ 温風発生量 ＊ ｋｇ／ｈ

・ 温風供給温度 ＊ ℃

・ ペレット燃料供給量 ＊ ｋｇ／ｈ

・ ペレット燃料発熱量 ２，０００ ＊ kcal/kg

・ ペレット燃料全水分 ５０ ＊ ％

(4) 設備機器の仕様

＊印部については今後、システムや設備計画など具体的な方針が明確にな

り、次年度以降の実証試験評価や事業性Ｆ／Ｓ結果等により決定していく

ものとする。

・ ペレット受入タンク仕様 鋼板製丸形タンク

・ ペレット供給設備仕様 ＊

・ 火炉仕様 ＊

・ 火格子装置仕様 ＊

・ 灰出し装置仕様 ＊

・ 熱交換器仕様 ＊

・ サイクロンフイルタ仕様 ＊

・ 押込通風機仕様 ＊

・ 誘因通風器仕様 ＊

・ 温風送風器仕様 ＊

・ 点火・助燃装置仕様 ＊

・ 温風温度制御装置仕様 ＊

(5) 製造システムの例

・ バイオマス焚き温風発生ボイラシステムの一例を図表 2.2.4.8 に示す。

(6) 検討課題と今後の取組みについて

今回ペレット燃料の対象バイオマス資源は雑草や作物残さを主原料として

いるが、その燃料特性や供給条件の設定を明確にする必要がある。

また、ハウス栽培農家からのハウス暖房用燃料の供給条件・必要熱量など

の調整も必要である。更には暖房用ボイラ及びペレット燃料使用時（現状

の重油焚きボイラや温水循環ボイラ等との比較評価）の経済性の追求を行

う必要がある。主要な検討課題を列記する。

・ ペレット燃料製造設備の計画仕様
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・ ペレット燃料の組成・性状

・ ペレット燃料の供給安定性の評価・検討

・ ハウス栽培側からの要求仕様の設定

・ ハウスサイズ・暖房設定温度・必要風量などの計画条件

・ 年間の暖房必要日数・時間などの運用計画

・ 熱風発生ボイラ計画仕様の決定

(7) 技術課題と今後の取組みについて

木質系ペレット燃料を使用したバイオマスボイラは既に実証・実用化・製

品市場化されているが、殆どは蒸気発生ボイラや温水循環ボイラであり、

今回の様な雑草や作物残さを主原料としたペレット燃料を使用する温風発

生炉は余り見当たらない。また低コストの熱風発生ボイラシステムを追求

する必要がある。主要な技術課題を列記する。

・ ペレット供給設備の運転信頼性の確立

・ 燃焼灰排出システムの運転信頼性の確立

・ ボイラ起動時の温風温度制御方針の確立

・ ハウス内管理温度制御方針の確立

・ ボイラ運転パターンの想定と運転制御方針の確立

・ 灯油等のバックアップ燃料の必要性運転要領

・ 設備及び運転面の安全性の確立

・ 原料乾燥などへの排熱利用法の検討

(8) その他の課題や取組み・検討事項

ボイラ設備としての運転・運用に係る取組課題、温風供給範囲として個別

農家対象か、多数の農家対象の大型集中供給とするかの検討も必要であり、

結果として温風発生ボイラ設備の規模が決定されることとなる。

・ 運転要員と必要資格、法令や規則などの調査

・ 温水ボイラ方式との比較評価

・ 燃焼灰の有効利用法（堆肥化など）

・ 廃熱のバイオマス原料乾燥熱源利用

・ 個別農家設備用又は大型集中供給設備用の検討

・ 温風発生ボイラは簡素で単純な構造を採用し、多様な燃料への対応を図る

と共に運転保守も容易なものとする。

・ 栽培物に依っては非常に微妙なハウス内温度管理が必要なものもあり、直

接燃焼方式では起動時や温度制御安定性など難しい面もあり、この様な物

には温水発生ボイラによる温水循環暖房方式の採用も検討する必要があ

る。
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５）バイオマス利用メタン発酵システムについて

・ 島原半島の畜産農家において多量の家畜糞尿が発生し堆肥用として使用

されているが余剰の糞尿処理に困窮されている状況にある。

・ 家畜糞尿のメタン発酵技術については国内でも多数の実証設備や実用施

設が稼働しているが、今回のプロジェクトでは発酵メタンのガス精製法と

して吸着技術を採用し高純度のメタンガスを製造するシステムを構築し

ていくものとする。

・ 高純度のメタンガスが得られることにより、ハウス暖房用の重油ボイラに

替わり、ボイラを必要としないメタンバーナのみでの直接燃焼に依る温風

発生が可能となり設備費や運転費の大幅な低減が図れるものと予想され

る。

・ 開発技術の特徴とメリットは

１，吸着技術による高純度メタン精製が可能

２，高純度メタンバーナの直接燃焼による加温システムの採用

（ボイラ設備不要）

(1) 対象バイオマス原料と受入想定量

・ 干拓地周辺地域（島原半島等）から発生する原料は前項で検討した通り

下記のものが期待できるが、今後の慎重な調査と調整が必要である。

此処では発生量の調査をベースに検討用として設定したものである。

バレイショ残さ（発生量 b の約１０％）１，２００ ｔ／年

家畜糞尿（発生量の約５０％） ３４５，０００ ｔ／年

余剰堆肥（発生量の約３０％） １００，０００ ｔ／年

受入想定量合計 約４５０，０００ ｔ／年

(2) メタン発酵燃料製造容量の決定：各ケース毎に処理量ベースとして検討

１，受入想定量合計ベース

・受入量 ４５０，０００ ｔ／年

・年間製造時間（年間８ヶ月＊１日２４時間運転として）

２４０日（５，７６０ 時間）

・製造容量（１日当り） 約 １，９００ ｔ／日
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２，家畜糞尿の利用可能想定量ベース

・受入想定量 ３４５，０００ ｔ／年

・年間製造時間（年間８ヶ月＊１日２４時間運転として）

２４０日（５，７６０ 時間）

・製造容量（１日当り） 約 １，４４０ ｔ／日

３，ハウス暖房用燃料としての必要量ベース

・メタン燃料消費量：全面積３ｈａハウス規模を対象とする。

１時間当たり ２２１ｍ3／ｈｒ

年間１０００時間暖房運転として ２２１，０００ｍ3

（前項にて、干拓地内のハウス栽培の規模などから必要なハウス暖房

用の熱量と燃料消費量、そしてメタン発酵燃料の需要量を検討した

結果から設定した量である。）

・原料必要量（製造量）：ガス発生率２０ｍ3／トン、精製ガス発生率

６０％とする。

年間１０００時間暖房運転としての処理量 １８、５００トン

・年間製造時間（年間８ヶ月＊１日２４時間運転とする）

２４０日（５，７６０時間）

・原料処理量（製造容量） 約 ８０トン／日

・メタンガス発生量 ９６０ ｍ３／日

(3) メタン発酵ガス燃料供給条件

・メタン発酵ガス（精製後のＣＨ４純度） ９５％程度

・精製後のメタンガス発熱量（高位） ９，０６０kcal/m3

・ガス供給圧力 ＊ ＭＰａ

（暖房用温風発生炉のメタンバーナ必要圧力及びボンベ・貯蔵タン

ク・パイプライン等のガス供給方法により決定される。）
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(4) 製造設備の計画仕様

＊印部については今後、システムや設備計画など具体的な方針が明確に

なり、次年度以降の実証試験評価や事業性Ｆ／Ｓ結果等により決定して

いくものとする。

・ 型式 ＊ 湿式又は乾式

・ 原料供給量 ＊ ｔ／ｈｒ

・ ガス製造容量 ＊ Ｎm3／ｈｒ

・ 発酵温度 ＊ ℃

・ ガス精製方式 ガス吸着法

・ 発酵槽加温方式 精製メタン直焚き熱風加温式

・ 消化液処理方式 ＊

・ 排水浄化方式 ＊

(5) 設備機器の仕様

＊印部については今後、システムや設備計画など具体的な方針が明確に

なり、次年度以降の実証試験評価や事業性Ｆ／Ｓ結果等により決定して

いくものとする。

・ 原料受入槽仕様 ＊

・ 原料調整槽（前処理システム）仕様 ＊

・ メタン発酵槽仕様 ＊

・ ガス吸着設備仕様 ＊

・ ガスホルダ仕様 ＊

・ 熱風発生炉仕様 ＊

・ 脱水機仕様 ＊

・ 消化液処理設備仕様 ＊

・ 排水浄化システム仕様 ＊

・ ガスボンベ封入設備仕様 ＊

(6) 製造システムの例

・ バイオマス利用メタン発酵システムの一例を図表 2.2.4.9 に示す。

・ 吸着法によるガス精製技術について図表 2.2.4.10 に示す。

(7) 検討課題と今後の取組みについて

・ バイオマス原料の選定と受入量の想定

・ 家畜糞尿の種類と受入予想量

・ 家畜糞尿の収集・輸送・保管と受入形態



2.2.4-31

・ メタン発酵システムの計画仕様の決定

・ メタン発酵プラントの設置場所の想定

・ 臭気問題の解決

・ 事業家構想と経済性評価

(8) 技術課題と今後の取組みについて

・ 前処理技術の確立

・ 多様原料対応のメタン発酵技術の確立

・ 家畜糞尿比率とメタン発酵特性評価

・ ガス精製工程の性能評価

・ ガス貯蔵及びボンベ封入技術の確立

・ 運転操作制御方針の確立

・ 設備及び運転面の安全性の確立

・ 発酵槽内攪拌及び温度制御性の評価

・ 消化液処理法と液肥等有効利用法の確立

・ 排水浄化と液肥有効利用技術の確立

(9) その他の課題や取組み・検討事項

・ 運転要員と必要資格、法令や規則などの調査

・ 長崎県畜産試験場の見学と聴取結果により島原半島に於ける現状を知る

ことができたが、大きな課題として次の点が明確になった。

ａ、家畜糞尿はそれぞれの家畜の種類によって、その形態が異なる。

即ち、糞自体の違い・糞と尿の分離の有無・敷き物（わら・おがくず・

籾殻等）の違いと有無・糞回収要領の違い・堆肥化ルート 等に依っ

て糞尿の種類や物性は大きく異なってくる。

ｂ、従って、多種多様な糞尿をどのように分別し収集し保管するのかが

大きな問題となる。

ｃ、製造設備を設置する地域・場所の選定は非常に難しい問題があるの

で行政側での主導が必要となろう。

ｄ、やはり、収集の課題、製造コスト・運転コスト・収集運搬コスト等

の採算性、そして消化液の液肥利用法や浄化技術などが今後の重要

な解決テーマである。

ｅ、島原地区には鶏糞は肥料用としてペレット化して商品販売している

企業がある。（水分５０％？程度）
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６）バイオマス資源の利活用に関する先進事例

(1) バイオマス資源のハウス暖房用燃料への利活用状況

・ ハウス暖房用の燃料としての現状は、取り扱いが容易なＡ重油や灯油、都

市ガスやＬＰＧ等、大半が石油系燃料に依存している。

・ バイオマス資源利用としては東北地方を中心に木質系ペレット燃料が製品

市場向けに製造されているが、まだハウス暖房用ボイラの燃料としての普

及率は低い状況にある。

・ その背景として、木質系ペレット燃料価格はＡ重油や灯油に比べ若干廉価

であるか又は同等レベルであり、取り扱いやボイラ運転保守などの運用面

の負荷を考慮すれば経済性も含め優位性が少ないとの評価があるのではと

考えられる。

・ バイオマスペレット燃料使用のハウス暖房用ボイラとしては温水循環式の

暖房システムが多いが、今回の計画のようなバイオマスペレット燃料を直

接燃焼により温風発生炉や燃焼ガスと熱交換した温風供給システムの実用

機や商品は余り見当たらない。

・ ハウス暖房用ボイラでは大きな市場を持っているネポン社の木質ペレット

燃料焚き暖房システム（温水循環方式）の一例を資料(1)-1 に示す。

・ 大規模な栽培ハウス農家の周辺で発生する雑草や作物残さ等の植物系バイ

オマスを利活用したハウス暖房システムは未だ見当たらないので、今回の

計画・構想としては今後の技術テーマとなりうるものと考えられる。



2.2.4-35



2.2.4-36

(2) バイオマス原料ペレット燃料製造技術及び設備調査

４，ペレット燃料の調査

・ ペレット燃料として実用化されたり製品市場に出回っているものは

大半が木質ペレット燃料である。

・ ペレット燃料の一般的な発熱量・燃料コスト評価の調査データを資料

(2)-1 に示す。

５，ペレット燃料製造技術について

・ペレット燃料化に関しバイオマス利活用チャートを資料(2)-2 に示す。

・ ペレット燃料製造設備の代表的な製作メーカーは次の通り。

ａ、アグリパワー社

ｂ、アースエンジニアリング社

ｃ、シー・エス・エス社 等 多数あり。

・ バイオマスペレット製造システムの一例を資料(2)-3 に、ペレット製

造装置をの一例を資料(2)-4 に示す。

３，ペレット燃料製造事業の事例について

・ 大半は木質系ペレット燃料であるが、東北地方を中心に多くの製造販

売会社が営業中である。

・ ＮＥＤＯの調査結果（２００５年発行のバイオマスエネルギー導入

ガイドブック）によるペレット製造事業の実情を資料(2)-5 に示す。

調査概要として

ａ、ペレット製造規模としては処理量ベースで１日当たり数百

ｋｇから１０トン程度が中心となっている。

最大規模では４２トン／１日の製造設備もある。

（関東地方）

ｂ、単位処理規模当たりのイニシャルコストは小規模のものを

除けば略１０～３０百万円／トン・１日程度となっている。
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(3) バイオマス原料ペレット焚きボイラ及び熱風発生炉の技術・設備調査

１，バイオマスペレット燃料焚きボイラの現状について

・ 木質系ペレット燃料は製品市場に出ているが、まだハウスボイラ用の燃料と

しての普及率は低いようである。

・ その背景として、木質系ペレット燃料価格はＡ重油や灯油に比べ若干廉価

であるか同等レベルであり、取り扱いやボイラ運転保守などの運用面を考

慮すれば経済性も含めて優位性が少ないとの評価もあるのではと考えられ

る。

・ バイオマスペレット燃料使用のハウス暖房用ボイラとしては温水循環式の

暖房システムがあるが、今回の計画のような直接燃焼による温風発生炉や

燃焼ガスと熱交換した温風供給システムは余り見当たらない。

・ ハウス暖房用ボイラでは大きな市場を持っているネポン社の木質ペレット

燃料焚きの温水循環式暖房システムがある。

６，バイオマス焚きボイラの主要な国内製作メーカは次の通りである。

ａ、協和エクシオ社 ｂ、ヤンフオルセン社

ｃ、タカハシキカン社 ｄ、ヨシミネ社

ｅ、タクマ社 ｆ、シー・エス・エス社

ｇ、金子農機 等

バイオマスペレット焚きボイラの一例を資料(3)-1、(3)-2、(3)-3 に示す。

７，長崎県内の小型ボイラ製作メーカ調査（参考）

長崎県内には諫早湾干拓地以外にも多くのハウス栽培農家があり、バイオ

マスペレット焚きボイラが経済的にも取扱や需給態勢など確立できれれば

ハウス暖房用ボイラのニーズは高いと考えられる。

地場企業で本ボイラの開発実用化への意向があれば技術力は充分あるので

支援していくことも考えられる。

ａ，佐藤造船鉄工所

ｂ、長崎鋼業所

ｃ、ステラ環境科学

ｄ、永石エンジニアリング 等



2.2.4-44



2.2.4-45



2.2.4-46



2.2.4-47



2.2.4-48

(4) バイオマス原料メタン発酵燃料製造技術及び設備調査

１，バイオマス原料メタン発酵燃料製造及び利用の現状について

・３月１４日（金）にファースト・エスコ社の講演会で本件に関する技術・

実証・実用化状況など多くの知見を得た。

・主な入手資料を下記に示す。

ａ、資料(4)-1 メタン発酵燃料製造設備計画について

ｂ、資料(4)-2 メタン発酵燃料製造事業の経済性について

ｃ、資料(4)-3 メタン発酵燃料製造事業のポイント

２，バイオマス原料メタン発酵技術について

・家畜糞尿や多様なバイオマスのメタン発酵技術は多くの実証・実用化レベ

ルにあり、先進事例も多々ある。

・資料(4)-4 にＮＰＯバイオガスシステム研究会発行の「メタン発酵処理技術

の現状と課題」「養豚の低コストメタン発酵プラントの普及型処理施設」の

資料を参考として添付した。

３，メタン発酵ガス燃料製造事業の事例について

・メタン発酵ガス燃料製造は発電利用までを考えた事業と、単に燃料化や熱

利用のみの事業とがある。

多くの事業は発電利用までを含めた施設が多い。

・ＮＥＤＯの調査結果（２００５年発行のバイオマスエネルギー導入ガイド

ブック）によるメタン発酵と熱利用事業の実情を資料(4)-5 に示す。

調査概要として

ａ、メタン製造規模としては処理量ベースで１日当たり１００トン以

下が大半であるが１００トン以上の大規模のものもある。

北海道地方に多く設置されている。

ｂ、単位処理規模当たりのイニシャルコストは小規模のものを除けば略

５～１５百万円／トン・１日程度となっている。

・家畜糞尿や他のバイオマス原料を利活用した事業事例は多く多数公表され

ているが、その代表的な事例（八木バイオエコロジーセンターの施設）を

資料(4)-6 として、またエバラ社の資料を資料(4)-7 として参考に添付した。
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(5) バイオマス資源の利活用に依る事業化調査

１，国や自治体の積極的な推進と支援により国内でもバイオマス資源の利活用と

事業構築が為されており、ＮＥＤＯの調査結果（２００５年発行のバイオマ

スエネルギー導入ガイドブック）で多くの事業化事例が報告されている。

２００５年以降も更に事業化事例は大幅に増加していると考えられ、多数の

施設やメリット・成果などが既に公表されている。

２，今回の調査事業では諫早湾干拓地及び周辺地域からのバイオマス資源の利活

用を対象に調査・検討を行ったので、前述のＮＥＤＯ資料から、その分野の

事例を抜き出した事業化事例を添付した。

・資料(5)-1 ペレット燃料製造事業の事例

・資料(5)-2 ペレット燃料利用事業の事例

・資料(5)-3 畜産メタン発酵ガス燃料製造・熱利用の事例

３，バイオマス利用の発電事業などに多くの実績を持つ（株）ファーストエスコ

社、今回の調査事業でも講演もお願いするなど多くの情報も戴いたが、その

関連資料を参考として資料(5)-4 に添付した。
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